
課コード: 020300 課名称: 財務部市民税課平成31年度事業計画表

フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成31年度計画 平成30年度事業量実績 平成30年度計画 平成29年度事業量実績

020300-001

個人市民税賦課事務

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

01

ソフト事業（義務）

賦課期日に居住する住民で、前年に収入のある者を対象とした申告
相談・申告書受付。個人市民税の申告相談、賦課決定、調定

一般 法令の実施義務（自治事務）

77,855

平成3年度

申告相談に関すること

納税者  ○申告相談件数7,400件○調定額
4,460,166千円

○申告相談件数8,224件
 　　　　　　　　　　○調定額4,410,595千

円

 ○申告相談件数7,783件○調定額
4,343,057千円

 ○申告相談件数7,783件○調定額
4,274,674千円

020300-001-01

個人市民税賦課事務

納税者   ○調定額4,460,166千円・給与特別徴収
   33,500　件・年金特別徴収　6,500件・普

通徴収　10,200件

   ○調定額4,410,595千円○処理件数：給
与特別徴収33,923件、年金特徴6,561
件、普通徴収10,045件

  ○調定額4,343,057千円○処理件数・給
  与特別徴収33,500　件・年金特別徴収

 　6,500件・普通徴収　10,200件

 ○調定額 4,295,386千円○処理件数
   （予定）・給与特別徴収33,193件・年金

 特別徴収　6,431件・普通徴収　10,432

020300-001-02

課税状況調に関すること

納税者 課税状況調査表作成・報告（年１回） 課税状況調査表作成・報告（年１回） 課税状況調査表作成・報告（年１回） 課税状況調査表作成・報告（年１回）020300-001-03

020300-002

所得等調査関係事務

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

01

ソフト事業（義務）

適正かつ公正な市・県民税の課税のための情報収集、扶養是正、申
告の督促、課内研修等。所得状況、扶養要件、合算処理等を調査・
精査を行うと共に、課内研修等の実施により課税誤りを無くする。ま
た、申告義務がありながら申告しない者を対象に、臨時の申告相談・
指導、訪問調査等を実施する。

一般 法令の努力義務（自治事務）

25,671

扶養等調査に関すること

納税者 ○市外被扶養者1,100人 ○市外被扶養者1,147人 ○市外被扶養者1,200人 ○市外被扶養者1,258人020300-002-01

家屋敷課税に関すること

納税者 家屋敷課税件数300件 家屋敷課税件数284件 家屋敷課税件数300件 家屋敷課税件数319件020300-002-02

無申告調査に関すること

納税者 未申告解消率　　80％  当初未申告者数1700人未申告呼出時
  点827名訪問調査開始時点数689人訪

  問調査後344人未申告解消件数　1,356
 件未申告解消率　　79.8％

未申告調査件数1,200件 未申告調査件数1,230件。未申告解消
者数1,382人（うち293人は訪問による解
消）。解消率77.3％

020300-002-03

譲渡所得調査に関するこ
と

納税者 作成事績書500件 作成事績書511件 作成事績書450件 作成事績書409件020300-002-04

農業所得調査に関するこ
と

納税者 農業所得申告に必要なデータの調査 農業者データ12,594件 農業所得申告に必要なデータの調査 ○中山間地域直接支払交付金個人分
配分、○共同取組活動分、○生産数量
目標互助制度、○農業対策拠出金の関
係データ、○当年産米の買い入れ価
格、○出納作付面積、○経営所得安定
対策交付金、○出納共済支払金額、○
出納共済掛金額、○土地改良事業に係
る認容割合等、農業所得申告のための
データ取得

020300-002-05
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成31年度計画 平成30年度事業量実績 平成30年度計画 平成29年度事業量実績

020300-010

花巻地区税務協議会負担
金

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

税務事務の研究、会員相互の協力を期し、税務事務の円滑な推進と
税務能力の向上を図る。

一般 法令に特に定めのないもの

1,583

平成3年度

花巻地区税務協議会負担
金

花巻地区税務協議
会

・所得税等各種研修4回（7日）・各種会
  議4回・総会 1回・役員会4回・年末調整

 説明会1回・負担金20,000円

・所得税等各種研修4回（7日）・各種会
  議4回・総会 1回・役員会4回・年末調整

 説明会1回・負担金20,000円

・所得税等各種研修4回（7日）・各種会
  議4回・総会 1回・役員会4回・年末調整

 説明会1回・負担金20,000円

・所得税等各種研修4回（7日）・各種会
  議4回・総会 1回・役員会4回・年末調整

 説明会1回・負担金20,000円

020300-010-01

020300-011

東北都市税務協議会負担
金

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

税務行政の運営改善に関する調査研究及び相互連絡と地方税の制
度に関する建議により適正な地方税務行政の確立に資する。

一般 法令に特に定めのないもの

672

平成3年度

東北都市税務協議会負担
金

東北都市税務協議
会

 総会及び幹事会４回税務職員表彰（90
 人）負担金 13，300円

 総会及び幹事会４回税務職員表彰（90
 人）負担金 13，300円

 総会及び幹事会４回税務職員表彰（90
 人）負担金 13，300円

 総会及び幹事会３回税務職員表彰（90
 人）負担金 13，300円

020300-011-01

020300-012

地方税電子化協議会負担
金

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

04

負担金・補助金（義
務）

地方税の安定した納税と国税連携の体制を整備する。一般 法令に特に定めのないもの

1,819

地方電子化協議会負担金

全国自治体  総会、理事会、各種委員会、各種部会、
 各種研修会、都道府県説明会負担金

　1,836千円

 総会、理事会、各種委員会、各種部会、
 各種研修会、都道府県説明会負担金

　1,654千円

 総会、理事会、各種委員会、各種部会、
 各種研修会、都道府県説明会負担金

　1,665千円

 総会、理事会、各種委員会、各種部会、
 各種研修会、都道府県説明会負担金

　1,619千円

020300-012-01

020300-013

地方税ポータルシステム負
担金

賦課係06-05-04

安定した財政基盤の確立

04

負担金・補助金（義
務）

地方税の電子申告等を共同処理することによって、納税者の利便向
上と安定した納税の確保が図られる。

一般 法令の努力義務（自治事務）

1,356

平成21年度

地方税ポータルシステム
負担金

エルタックス事業部
会

  エルタックス事業部会負担金971千円
（機器更新・プログラム修正等128,633円
＋システム保守運用・サーバ機器ハウジ
ング料842,270円）

  エルタックス事業部会負担金1,273,317
円（機器更新・プログラム修正等560,647
円＋システム保守運用・サーバ機器ハウ

 ジング料712,670円）機器更新に伴い増
額

   エルタックス事業部会負担金1,653,823
 円システム改修に伴い増額

   エルタックス事業部会負担金712,670円020300-013-01

020300-050

法人市民税賦課収納管理
事務

諸税係06-05-04

安定した財政基盤の確立

01

ソフト事業（義務）

法人市民税の適正かつ公正な課税。法人市民税の賦課決定、調定、
収納消し込み、督促

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

10,593

法人市民税賦課収納管理
事務

法人  年課税調定額：1,355,050千円申告件
  数：3,600件納税義務者数：2,331件無申

 告法人調査：290件無申告法人：40件

 現課税調定額：1,484,605千円申告件
  数：3,847件納税義務者数：2,353件無申

 告法人調査：309件無申告法人：43件

 年課税調定額：1,342,629千円申告件
  数：3,400件納税義務者数：2,300件無申

 告法人調査：200件無申告法人：40件

 現課税調定額：1,319,410千円申告件
  数：3,740件納税義務者数：2,340件無申

 告法人調査：195件無申告法人：39件

020300-050-01

020300-051

軽自動車税賦課事務

諸税係06-05-04

安定した財政基盤の確立

01

ソフト事業（義務）

軽自動車の台数に応じた適正かつ公正な課税。軽自動車税の賦課
決定、調定、異動処理、原動機付き自転車・小型特殊自動車の登録
及び廃車

一般 法令の実施義務（自治事務）

12,489

軽自動車税賦課事務

納税者  現年課税調定額:299,192千円環境性能
  割：7,840千円納税義務者数：30,300人

 登録台数：44,000台異動処理件数：登
 録10,100台廃車9,300台

 現年課税調定額:296,319千円納税義務
  者数：30,173人登録台数：44,281台異動

  処理件数：登録10,113台廃車9,288台
 

 現年課税調定額:283,741千円納税義務
    者数：30,600人登録台数：44,000台異動

 処理件数：登録9,300台廃車9,500台誤
賦課：0件

  現年課税調定額:286,731千円納税義務
   者数：30,184人登録台数：44,161台異動

 処理件数：登録9,249台廃車9,409台誤
賦課：22件

020300-051-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成31年度計画 平成30年度事業量実績 平成30年度計画 平成29年度事業量実績

020300-052

その他諸税賦課事務

諸税係06-05-04

安定した財政基盤の確立

01

ソフト事業（義務）

入湯税、市たばこ税の適正かつ公正な課税。入湯税、市たばこ税に
関する賦課

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

5,430

その他諸税賦課事務

納税者  入湯税調定額：10,769千円入湯客数：
  187,504人たばこ税調定額：765,812千

 円たばこ売渡本数：135,234千本

 入湯税調定額：11,341千円（過年度分
   28千円含）入湯客数：192,568人たばこ

 税調定額：778,270千円たばこ売渡本
数：144,273千本

 入湯税調定額：11,984千円入湯客数：
  205,000人たばこ税調定額：774,144千

 円たばこ売渡本数：145,445千本

 入湯税調定額：11,463千円入湯客数：
   197,288人たばこ税調定額：779,618千

 円たばこ売渡本数：150,742千本

020300-052-01

020300-053

税証明事務

諸税係07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

税証明の適正かつ迅速な交付。税証明（固定資産に係る証明の受付
及び作成を除く）に関する事務

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

10,401

税証明事務

納税者   証明件数：22,800件〈内訳〉資産税課証
  明3,300件非課税証明900件　課税所得

  証明12,100件納税証明700件　営業証
  明150件その他証明750件　国保税試算
  200件　軽自証明　3,700件

 証明件数：27,063件〈内訳〉資産税課証
 明3,613件、非課税証明1,030件、課税

所得証明15,237件、納税証明1,938
件 、営業証明150件、その他証明834

 件、国保税試算279件、 軽自証明3,982

  証明件数：28,080件〈内訳〉資産税課証
 明3,800件　非課税証明1,300件　課税

  所得証明16,700件　納税証明1,600件　
  営業証明180件　その他証明400件　国

 保税試算 400件　軽自証明　3,700件

  証明件数：27,566件〈内訳〉資産税課証
 明3,559件　非課税証明1,260件課税所

  得証明16,411件 納税証明1,381件 営
   業証明181件　その他証明490件  国保

 税試算277件 軽自証明　4,007件

020300-053-01

020300-054

軽自動車税共同事務処理
分担金

諸税係06-05-04

安定した財政基盤の確立

04

負担金・補助金（義
務）

軽自動車（当市ﾅﾝﾊﾞｰ以外）の登録･廃車の事務を一括集中処理する
ことによる事務負担の効率化・省力化。軽自動車税共同事務処理事
業に対する分担金　406千円

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法

2,273

平成3年度

軽自動車税共同事務処理
分担金

岩手県市長会・同
町村会

   登録台数：37,552台取扱台数：18,609台
分担金：910千円

     登録台数：37,319台取扱台数：17,898台
分担金：875千円

  登録台数：36900台取扱台数：18,700台
分担金：1,040千円

   登録台数：36,896台取扱台数：18,733台
分担金：1,041千円

020300-054-01

020300-056

市税還付金

諸税係07-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過年度に係る税の確定申告の結果、過納分がある場合に還付。市税
の歳出還付（過年度分の還付）

一般 法令の実施義務（自治事務）

35,975

市税還付金

納税者 法人市民税還付　40,000千円 法人市民税還付　34,165千円 法人市民税還付　40,000千円 法人市民税還付　34,593千円020300-056-01

020300-057

国民健康保険税賦課事務

諸税係01-03-04

国民健康保険制度の安定
運営

01

ソフト事業（義務）

国民健康保険税の適正かつ公正な課税。国民健康保険税の賦課決
定、調定、異動処理

国保 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

21,147

国民健康保険税賦課事務

納税者   一般分医療（17119件、837,885千円）支
 援（17,119件、353,769千円）介護（5,233

  件、110,948千円）・退職分医療（14件、
  389千円）支援（14件、116千円）介護（14

件、165千円）

  一般分医療（12,829件、918,439千円）
 支援（12,829件、387,605千円）介護

  （5552 件、131,911千円）・退職分医療
 （188件、5285千円）支援（188件、2,224

 千円）介護（162件、1,916千円）

  一般分医療（件、830,499千円）支援
 （件、351,953千円）介護（件、113,677千

   円）・退職分医療（件、15,157千円）支援
 （件、6,574千円）介護（件、6,216千円）

  一般分医療（12,930件、926,542千円）
 支援（12,930件、392,656千円）介護

  （5,724 件、133,921千円）・退職分医療
 （470件、16,432千円）支援（470件、

 7,095千円）介護（444件、6,347千円）

020300-057-01
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